
θ	5	 動物の愛護及び適正な管理

動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年
法律第105号。以下「動物愛護管理法」という。）
に基づき、ペットショップ等の事業者に対する規
制を行うとともに、動物の飼養に関する幅広い普
及啓発を展開することで、動物の愛護と適正な管
理の推進を図ってきました。2019年6月の議員
立法による改正動物愛護管理法には、動物取扱業
の更なる適正化と動物の不適切な取扱いへの対応
強化の観点から、犬猫へのマイクロチップ装着の
義務化や愛護動物を虐待した場合の罰則の強化等
が盛り込まれました。

都道府県等に引き取られる犬猫の数は動物愛護
管理法に基づいて定める、動物の愛護及び管理に
関する施策を総合的に推進するための基本的な指
針（平成18年環境省告示第140号）で目標に定
めた2004年度比75％減となるおおむね10万頭
を下回る9.2万頭となりました。引き取られた犬猫の返還・譲渡率も50％を超え、殺処分数は約3.8万
頭（2004年度比約89％減）まで減少しました（図2-5-5）。

都道府県等が引き取った収容動物の譲渡及び返還を促進するため、都道府県等の収容・譲渡施設の整
備に係る費用の補助を行いました。また、愛がん動物用飼料の安全性の確保に関する法律（ペットフー
ド安全法）（平成20年法律第83号）について普及啓発を行いました。

広く国民に動物の愛護と適正な飼養について啓発するため、関係行政機関や団体との協力の下、「共
に生きる〜シニアペットとシルバー世代〜」をテーマに、上野恩賜公園等で動物愛護週間中央行事を開
催したほか、多くの関係行政機関等においても様々な行事が実施されました。

災害対策については、令和元年台風第19号を始めとする台風、大雨災害において、自治体、地方獣
医師会等との連携の下でのペット連れ被災者への支援等を行ったほか、岡山県、奈良県で広域支援・受
援体制整備に係る図上訓練を行いました。

2019年6月には愛玩動物看護師を国家資格として定める愛玩動物看護師法（令和元年法律第50号）
が議員立法により制定され、試験の実施に関する検討等、国家資格制度の運用に向けた準備を進めまし
た。

	 第6節	 持続可能な利用

θ	1	 持続可能な農林水産業

国家戦略及び農林水産省生物多様性戦略に基づき、［1］田園地域・里地里山の保全（環境保全型農
業直接支払による生物多様性保全に効果の高い営農活動に対する直接支援等）、［2］森林の保全（適切
な間伐等）、［3］里海・海洋の保全（生態系全体の生産力の底上げを目指した漁場の整備等）など、農
林水産分野における生物多様性の保全や持続可能な利用を推進しました。

	 図2-5-5	 全国の犬猫の引取数の推移

23.7

18.1

猫犬 殺処分率

注：2005年度以前の犬の引取数は、狂犬病予防法に基づく抑留を勘案した推
計値。

資料：環境省
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（1）農業
持続可能な農業生産を支える取組の推進を図るため、化学肥料、化学合成農薬の使用を原則5割以上

低減する取組と合わせて行う地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者
の組織する団体等を支援する環境保全型農業直接支払を実施しました。

環境保全等の持続可能性を確保するための取組である農業生産工程管理（GAP）の普及・推進や、
持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律（平成11年法律第110号）に基づき、土づくり
と化学肥料・化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）の普及推進、有機
農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）に基づく有機農業の推進に関する基本的な方針の
下で、有機農業の面的拡大と有機農業により生産された農産物の安定的な供給体制を構築する取組への
支援を引き続き行いました。

（2）林業
森林・林業においては、持続可能な森林経営及び森林の有する公益的機能の発揮を図るため、造林、

保育、間伐等の森林整備を実施するとともに、多様な森林づくりのための適正な維持管理に努めるほ
か、関係省庁の連携の下、木材利用の促進を図りました。

また、森林所有者や境界が不明で整備が進まない森林も見られることから、意欲ある者による施業の
集約化の促進を図るため、所有者の特定や境界確認等に対する支援を行いました。これに加えて、適切
な経営管理が行われていない森林について市町村が仲介役となり、森林所有者と林業経営者をつなぐ森
林経営管理法（平成30年法律第35号）が2019年4月に施行されました。

（3）水産業
水産業においては、持続的な漁業生産等を図るため、適地での種苗放流等による効率的な増殖の取組

を支援するとともに、漁業管理制度の的確な運用に加え、漁業者による水産資源の自主的な管理措置等
を内容とする資源管理計画に基づく取組を支援しました。さらに、沿岸域の藻場・干潟の造成等生育環
境の改善を実施しました。また、持続的養殖生産確保法（平成11年法律第51号）に基づく漁協等によ
る養殖漁場の漁場改善計画の作成を推進しました。

水産資源の保護管理については第2章第4節2を参照。

θ	2	 エコツーリズムの推進

エコツーリズム推進法（平成19年法律第105号）に基づき、エコツーリズムに取り組む地域への支
援、全体構想の認定・周知、技術的助言、情報の収集、普及啓発、広報活動等を総合的に実施しまし
た。同法に基づくエコツーリズム全体構想については、2020年3月時点において全国で合計17件が認
定されています。また、全国のエコツーリズムに関連する活動の向上や関係者の連帯感の醸成を図るこ
とを目的として、第15回エコツーリズム大賞により取組の優れた団体への表彰を実施し、鳥羽市エコ
ツーリズム推進協議会が大賞を受賞しました。

エコツーリズムに取り組む地域への支援として、10の地域協議会に対して交付金を交付し、魅力あ
るプログラムの開発、ルール作り、推進体制の構築等を支援するとともに、有識者をアドバイザーとし
て地域に派遣したほか、地域におけるガイドやコーディネーター等の人材育成事業等を実施しました。

θ	3	 遺伝資源へのアクセスと利益配分

（1）遺伝資源の利用と保存
医薬品の開発や農作物の品種改良など、遺伝資源の価値は拡大する一方、世界的に見れば森林の減少

や砂漠化の進行等により、多様な遺伝資源が減少・消失の危機に瀕
ひん

しており、貴重な遺伝資源を収集・
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保存し、次世代に引き継ぐとともに、これを積極的に活用していくことが重要となっています。農林水
産分野では、農業生物資源ジーンバンク事業等により、関係機関が連携して、動植物、微生物、DNA、
林木、水産生物等の国内外の遺伝資源の収集、保存、評価等を行っており、植物遺伝資源23万点を始
め、世界有数のジーンバンクとして利用者への配布・情報提供を行いました。また、海外から研究者を
受け入れ、遺伝資源の取引・運用制度に関する理解促進や保護と利用のための研修等支援を行いました。

新品種の開発に必要な海外遺伝資源の取得や利用を円滑に進めるため、遺伝資源保有国における遺伝
資源に係る制度等を調査するとともに、入手した各国の最新情報等について、我が国の遺伝資源利用者
に対し周知活動等を実施しました。

ライフサイエンス研究の基盤となる研究用動植物等の生物遺伝資源について、「ナショナルバイオリ
ソースプロジェクト」により、大学・研究機関等において戦略的・体系的な収集・保存・提供等を行い
ました。また、途絶えると二度と復元できない実験途上の貴重な生物遺伝資源を広域災害等から保護す
るための体制強化に資する、「大学連携バイオバックアッププロジェクト」も実施しています。

（2）微生物資源の利用と保存
独立行政法人製品評価技術基盤機構を通じた資源保有国との生物多様性条約の精神にのっとった国際

的取組として、資源保有国への技術移転、我が国の企業への海外の微生物資源の利用機会の提供等を行
いました。

我が国の微生物等に関する中核的な生物遺伝資源機関である独立行政法人製品評価技術基盤機構バイ
オテクノロジーセンター（NBRC）において、生物遺伝資源の収集、保存等を行うとともに、これら
の資源に関する情報（分類、塩基配列、遺伝子機能等に関する情報）を整備し、生物遺伝資源と併せて
提供しました。

	 第7節	 国際的取組

θ	1	 生物多様性の保全に関する世界目標の達成に向けた貢献

愛知目標の達成を含め、生物多様性条約に基づく取組を地球規模で推進していくためには、途上国へ
の資金供与や技術移転、能力養成が必要であることが強く指摘されています。このため、我が国は、愛
知目標の達成に向けた途上国の能力養成等を支援するため、「生物多様性日本基金」に拠出しており、
条約事務局において本基金により、愛知目標の達成に向けて生物多様性国家戦略の実施を支援する事業
が進められました。また、条約関連の各種会合において、愛知目標の達成や次期生物多様性国際枠組に
向けた議論等に積極的に参加しました。

θ	2	 生物多様性及び生態系サービスに関する科学と	
政策のインターフェースの強化

2019年2月に公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）に設置された「生物多様性及び生態系
サービスに関する政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）」の「侵略的外来種に関するテーマ別
評価技術支援機関（TSU-IAS）」の作業を支援しました。また、IPBES総会第7回会合の結果報告会及
び、IPBESに関わる国内専門家及び関係省庁による国内連絡会を2019年5月、シンポジウム「自然共
生社会の実現に向けた社会変革〜IPBES地球規模評価を踏まえて次期生物多様性世界目標を考える〜」
を2019年12月に開催しました。このほか、IPBESによる評価作業への知見提供等により国際的な科
学と政策の結び付き強化に貢献することを目的として、環境研究総合推進費による研究「社会・生態シ
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ステムの統合化による自然資本・生態系サービスの予測評価」を実施しています。

θ	3	 二次的自然環境における生物多様性の保全と持続可能な利用・管理の促進

二次的な自然環境における自然資源の持続可能な利用と、それによる生物多様性の保全を目標とした
「SATOYAMAイニシアティブ」を推進するため、「SATOYAMAイニシアティブ国際パートナーシッ
プ（IPSI）」を支援するとともに、その運営に参加しました。環境省及びIPSI事務局（国連大学サステ
イナビリティ高等研究所）は、2019年9月3日〜9月6日に熊本市において「SATOYAMAイニシア
ティブ国際パートナーシップ（IPSI）第8回定例会合」及び「ポスト2020目標に向けたランドスケー
プアプローチに関する専門家テーマ別ワークショップ」を熊本県等と共催し、ワークショップでは、
SATOYAMAイニシアティブが推進しているランドスケープアプローチの成果をまとめ、ポスト2020
目標にインプットする内容について議論しました。なお、IPSIの会員は、1か国の政府機関を含む18
団体が2019年度に新たに加入し、2020年3月時点で21か国の22政府機関を含む258団体となりま
した。

SATOYAMAイ ニ シ ア テ ィ ブ の 理 念 を 国 内 に お い て 推 進 す る た め に2013年 に 発 足 し た
「SATOYAMAイニシアティブ推進ネットワーク」に環境省及び農林水産省が参加しています。本ネッ
トワークは、SATOYAMAイニシアティブの国内への普及啓発、多様な主体の参加と協働による取組
の促進に向け、ネットワークへの参加を呼び掛けたロゴマークや活動事例集の作成や「エコプロダクツ
2019」等の各種イベントへの参加を行いました。なお、本ネットワークの会員は2019年1月時点で
53地方自治体を含む115団体となりました。

θ	4	 アジア保護地域パートナーシップの推進

2013年11月に仙台市で開催した第1回アジア国立公園会議を契機に日本が主導して設立された「ア
ジア保護地域パートナーシップ（APAP）」の取組の一環として2019年10月にマレーシアのコタキナ
バルにおいて開催された「持続可能なツーリズム」に関するワークショップに参画し、アジア各国の保
護区の管理水準の向上に向けた情報共有等を進めています。同パートナーシップの参加国は2019年
12月時点で、17か国となりました。

θ	5	 森林の保全と持続可能な経営の推進

世界の森林は、陸地の約31％を占め、面積は約40億haに及びます。植林等による増加分を差し引
いた森林減少の面積は、2010年から2015年までの5年間では、1990年代に比べて約半分に低下して
いるものの、依然として森林減少が続いています。地球温暖化や生物多様性の損失に深刻な影響を与え
る森林減少・劣化を抑制するためには、持続可能な森林経営を推進する必要があります。我が国は、持
続可能な森林経営の推進に向けた国際的な議論に参画・貢献するとともに、関係各国、各国際機関等と
連携を図るなどして森林・林業分野の国際的な政策対話等を推進しています。

国連森林フォーラム（UNFF）において採択された国連森林戦略計画2017-2030は、2017年4月に
国連総会において決議され、我が国もその実施に係る議論に参画しています。

国際熱帯木材機関（ITTO）の第55回理事会が2019年12月にトーゴ共和国・ロメで開催され、持
続可能な森林経営と熱帯木材の適正な貿易の推進に向け、運営や予算の議論が行われたほか、ITTOが
実施するプロジェクト資金の調達等に係る検討が行われました。
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θ	6	 砂漠化対策の推進

1996年に発効した国連の砂漠化対処条約（UNCCD）において、先進締約国は、砂漠化の影響を受
ける締約国に対し、砂漠化対処のための努力を積極的に支援することとされており、我が国は先進締約
国として、科学的・技術的側面から国際的な取組を推進しています。2019年度は、9月にニューデリー
で開催されたUNCCD第14回締約国会議及び同科学技術委員会等に参画し、議論に貢献したほか、モ
ンゴルにおける住民参加による持続可能な牧草地利用等検討事業のフォローアップを実施しました。

θ	7	 南極地域の環境の保護

南極地域は、近年、観測活動や観光利用の増加による環境影響の増大が懸念されています。南極の環
境保護に関しては、南極の平和的利用と科学的調査における国際協力の推進のため南極条約（1961年
発効）及び南極の環境や生態系の保護を目的とする「環境保護に関する南極条約議定書」（1998年発効）
による国際的な取組が進められています。

我が国は、南極地域の環境の保護に関する法律（平成9年法律第61号）に基づき、南極地域におけ
る観測、観光、取材等に対する確認制度等を運用するとともに、環境省のウェブサイト等を通じて南極
地域の環境保護に関する普及啓発、指導等を行っています。また、拠出金により南極条約活動を支援し
ているほか、2019年5月にプラハで開催された第42回南極条約協議国会議において、南極特別管理地
区及び南極特別保護地区の管理計画の改訂など、南極における環境の保護の方策について議論を行いま
した。

θ	8	 サンゴ礁の保全

2019年6月に、マレーシアのバチョで第4回地球規模サンゴ礁モニタリングネットワーク（GCRMN）
東アジア会合を開催するなどして、東アジア地域におけるサンゴ礁生態系モニタリングデータの地域解
析を進めました。また、2019年12月にオーストラリアで開催されたICRI第34回総会等を通じて、
情報収集を行いました。

θ	9	 生物多様性関連諸条約の実施

（1）生物多様性条約
愛知目標の達成に向け、我が国では国家戦略を策定し必要な取組を行っています。例えば、2019年

4月には、自然環境保全法の一部を改正し、排他的経済水域を含む沖合の区域について新たな海洋保護
区制度を創設しました。今後海洋保護区の拡大を進めるなど、愛知目標の達成に向けた取組を関係省庁
と連携して進めています。
「生物多様性戦略計画2011-2020」及び愛知目標の中間評価（2014年のCOP12で実施）の結果等

も踏まえつつ、引き続き関係省庁間で緊密な連携を図り、愛知目標や「生物の多様性に関する条約の遺
伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書（以下

「名古屋議定書」という。）」を始めとするCOP10決定事項の実施に向けて取り組みました。

（2）名古屋議定書
COP10において採択された名古屋議定書について我が国は2017年8月に締約国となり、国内措置

である「遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する指針」を施
行し、名古屋議定書の適切な実施に努めています。

我が国はCOP10の際に、名古屋議定書の早期発効や効果的な実施に貢献するため、地球環境ファシ
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リティ（GEF）によって管理・運営される名古屋議定書実施基金の構想について支援を表明し、2011
年に10億円を拠出しました。この基金を活用した13件のプロジェクトが承認され、2018年12月時点
で既に完了した3件を除く10件のプロジェクトにより、フィジー、ガボン、コスタリカ、ブータン等
において、国内制度の発展、遺伝資源の保全及び持続可能な利用に係る技術移転、民間セクターの参加
促進等の活動が行われています。

（3）カルタヘナ議定書及び名古屋・クアラルンプール補足議定書
バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書の責任及び救済に関する名古屋・クアラルンプール補足

議定書（以下「補足議定書」という。）の国内担保を目的とした遺伝子組換え生物等の使用等の規制に
よる生物の多様性の確保に関する法律の一部を改正する法律（平成29年法律第18号。以下「改正カル
タヘナ法」という。）が、2017年4月に成立し、同月に公布されました。また、補足議定書について
は、2017年5月にその締結について国会で承認され、同年12月に受諾書を国際連合事務総長に寄託
し、我が国は補足議定書の締結国となりました。同補足議定書は発効要件が満たされたことから、
2018年3月に発効し、これに合わせて改正カルタヘナ法が施行されました。

（4）ワシントン条約
ワシントン条約に基づく絶滅のおそれのある野生動植物の輸出入の規制に加え、同条約附属書Ⅰに掲

げる種については、種の保存法に基づき国内での譲渡し等の規制を行っています。また、2019年8月
に開催されたワシントン条約第18回締約国会議において、条約の適切な執行のための議論とともに、
附属書改正提案等の審議に貢献しました。加えて、関係省庁、関連機関が連携・協力し、象牙の適正な
取引の徹底に向けて、官民協議会を中心に取組を進めました。

（5）ラムサール条約
ラムサール条約に関しては、2018年10月に二つの湿地を登録し、これにより国内のラムサール条

約湿地は現在52か所となっています。また、ラムサール条約湿地における普及啓発活動をラムサール
条約登録湿地関係市町村会議等の関係者と共に進めたほか、ベトナムに対してラムサール条約湿地を始
めとした湿地の重要性についての普及啓発、及びモニタリング能力向上に向けた協力を行いました。

（6）アジア太平洋地域における渡り性水鳥の保全
東アジア・オーストラリア地域の渡り性水鳥及びその生息地の保全を目的とする国際的連携・協力の

ための枠組み「東アジア・オーストラリア地域フライウェイ・パートナーシップ（EAAFP）」の下に
設置されている渡り性水鳥重要生息地ネットワーク参加地のうち、北海道の参加地を対象として関係自
治体・団体の担当者のための研修会を行いました。

（7）二国間渡り鳥条約・協定
ロシアとの二国間渡り鳥等保護条約に基づき、2020年1月に宮城県栗原市において、ロシアとの二

国間渡り鳥等保護条約に関する会議を開催しました。会議では、渡り鳥の保全施策等に関する意見・情
報交換を行い、渡り鳥保全のための協力を推進することを確認しました。また、この会議に合わせて、
小型シギ・チドリ類に関する保護協力について検討するワークショップが開催されました。
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	 第8節	 生物多様性及び生態系サービスの把握

θ	1	 自然環境データの整備・提供

（1）自然環境データの調査とモニタリング
我が国では、全国的な観点から植生や野生動物の分布など自然環境の状況を面的に調査する自然環境

保全基礎調査のほか、様々な生態系のタイプごとに自然環境の量的・質的な変化を定点で長期的に調査
する「モニタリングサイト1000」等を通じて、全国の自然環境の現状及び変化を把握しています。

自然環境保全基礎調査における植生調査では、詳細な現地調査に基づく植生データを収集整理した1
／2万5,000現存植生図を作成しており、我が国の生物多様性の状況を示す重要な基礎情報となってい
ます。2019年度までに、全国の約89％に当たる地域の植生図の作成を完了しました。また、クマ等の
野生鳥獣の生息分布状況の調査を実施しました。

自然環境保全基礎調査における巨樹・巨木林調査では、2000年度の第6回フォローアップ調査終了
後からは市民参加型調査に移行し、調査結果を「巨樹・巨木林データベース」ウェブサイトで公開して
います。同ウェブサイトでは、ドローンを活用した「空から見た巨樹の動画」や「おすすめの観察コー
スガイド」、「各地の観察会情報」等のコンテンツを通じて巨樹・巨木林の魅力に触れられるほか、調査
結果の閲覧や報告等を手軽に行うことができます。

モニタリングサイト1000では、高山帯、森林・草原、里地里山、陸水域（湖沼及び湿原）、沿岸域
（磯、干潟、アマモ場、藻場、サンゴ礁等）、小島嶼

しょ
について、生態系タイプごとに定めた調査項目及び

調査方法により、合計約1,000か所の調査サイトにおいて、モニタリング調査を実施し、その成果を公
表しています。また、得られたデータは5年ごとに分析等を加え、取りまとめており、2019年度に3
回目のとりまとめ報告書を公表しました。

インターネットを使って、全国の生物多様性データを収集し、提供するシステム「いきものログ」に
より、2020年度1月時点で480万件の全国の生物多様性データが収集され、地方公共団体を始めとす
る様々な主体で活用されています。

2013年以降の噴火に伴って新たな陸地が誕生し、拡大を続けている小笠原諸島の西之島に、2019
年9月に上陸し、鳥類、昆虫、海洋生物、植物、地質、火山活動等に関する総合学術調査を実施しまし
た。

（2）地球規模のデータ整備や研究等
地球規模での生物多様性保全に必要な科学的基盤の強化のため、アジア太平洋地域の生物多様性観

測・モニタリングデータの収集・統合化等を推進する「アジア太平洋生物多様性観測ネットワーク
（AP-BON）」の取組の一環として、2019年6月にマレーシアのクアラルンプールにおいてAP-BON
ワークショップを開催しました。また、同年11月にオーストラリアのキャンベラで開催された第12回
アジア・オセアニア地球観測グループ（AOGEO）シンポジウムにおいて、AP-BON分科会を開催し、
アジア太平洋地域における生物多様性モニタリングを推進しました。さらに、東・東南アジア地域での
生物多様性の保全と持続可能な利用のための生物多様性情報整備と分類学能力の向上を目的とする

「東・東南アジア生物多様性情報イニシアティブ（ESABII）」を推進するため、同地域の行政担当官や
若手研究者等を対象に、ワシントン条約附属書掲載種の識別研修を2020年2月にフィリピンのマニラ
で実施しました。

研究開発の取組としては、独立行政法人国立科学博物館において、「ミャンマーを中心とした東南ア
ジア生物相のインベントリー－日本列島の南方系生物のルーツを探る－」、「日本の生物多様性ホットス
ポットの成因と実態の時空的解明」等の調査研究を推進するとともに、約469万点の登録標本を保管
し、標本情報についてインターネットで広く公開しました。また、地球規模生物多様性情報機構
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（GBIF）の活動を支援するとともに、日本からのデータ提供拠点である独立行政法人国立科学博物館
及び大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立遺伝学研究所と連携しながら、生物多様性情報
をGBIFに提供しました。

（3）国立公園における自然環境インベントリ整理
再生可能エネルギーの導入促進が求められている今日、国立公園内におけるこれら取組の効率的な導

入の支援を主な目的として、2016年度から全国に34か所ある国立公園における地形・地質、動植物
を始めとした景観要素に関する既存資料を網羅的に収集し、インベントリとして整理しています。
2020年3月には、これらのデータを活用して自然環境の概況や法制度等の様々な条件を可視化し、環
境アセスメントデータベースにおいて公開しました。

（4）生物多様性の観点からの気候変動の適応策の推進
生態系を活用した気候変動への適応策（EbA）を促進するための手引きの取りまとめに向け、国内

外のガイドラインや事例の収集等を行い、基本的な考え方や踏まえるべき視点等を整理しました。

θ	2	 生物多様性及び生態系サービスの総合評価

生態系サービスを生み出す森林、土壌、生物資源等の自然資本を持続的に利用していくために、自然
資本と生態系サービスの価値を適切に評価・可視化し、様々な主体の意思決定に反映させていくことが
重要です。そのため、生物多様性の主流化に向けた経済的アプローチに関する情報収集や、生態系サー
ビスの定量的評価に関する研究を実施するとともに、企業の生物多様性保全活動に関わる生態系サービ
スの価値評価・算定のための作業説明書（試行版）を2019年3月に公表しました。また、生物多様性
及び生態系サービスの現状について総合的な評価を行うため、内容の検討や必要な情報収集を行いまし
た。
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